京都地域留学生住宅支援制度に係る包括契約書


（包括契約書の目的）
第1条　この包括契約書は、仲介業者、管理業者、家主等（以下、甲：「協力事業者」という。）と京都地域留学生住宅支援機構（以下、乙：「支援機構」という。）が協力し、「京都地域留学生住宅支援機構規程」（以下、「支援機構規程」という。）、「京都地域留学生住宅支援制度実施要領」（以下、「実施要領」という。）、「所属大学確認書＜貸室賃貸借契約書への挿入用＞」（以下、「確認書」という。）などに基づき、連帯保証人が不要な形で、留学生の入居手続きを支援し、万一の事故補償が必要な場合に備え、その補償（迷惑料の支払い）の範囲など諸条件を協力事業者と支援機構の双方で確認することを目的とする。
（支援制度の諸条件）
第２条　支援機構は、「支援機構規程」、「実施要領」、「確認書」、「その他の申請書等（入会申込書や請求書を含む）」とともに、この包括契約書を支援機構事務局のwebページ（URL　 http://www.consortium.or.jp/contents_detail.php?co=cat&frmId=1624&frmCd=9-4-0-0-0）において公開し、その諸条件に協力事業者と支援機構が事前合意のうえ、留学生の住宅確保を支援する。
２　協力事業者は、留学生に火災等の賠償に備える保険の掛金負担を求める場合がある。
（包括契約書の締結）
第３条　協力事業者と支援機構は、京都地域留学生住宅支援制度（以下、「支援制度」という。）を利用するにあたり、この包括契約書を締結する。

（留学生の資格確認）
第４条　支援機構の有効な会員証を所持する留学生を支援対象とし、留学生に係る各種情報の確認は、貸室賃貸借契約書（以下、「賃貸契約書」という。）等の締結前など、適宜、支援機構の会員大学において行う。

２　協力事業者が、実施要領第８条に定める「留学生の利用資格」の喪失にあたる事由を発見した場合は、留学生の所属大学と連携して速やかに対処することとする。

（補償の範囲）

第５条　賃貸契約書内の確認書で資格を確認された留学生が家賃滞納をするなどの事故が発生した場合は、滞納家賃ならびに原状回復費用に限り支援機構が有限責任を負い、保証人として迷惑料の支払いを行う。

２　なお、その他更新料等の支払いは対象としない。

（補償限度額）

第６条　１契約物件あたり、補償上限額を３０万円とする。
（補償請求手続き）
第７条　この包括契約書を締結した協力事業者が迷惑料の支払いを求める場合は、支援機構が定める最新の請求書（※）を利用し、支援機構事務局に対して請求する。

· なお、請求書等は、web上よりダウンロード可能とする。

（包括契約の期限）
第８条　この包括契約書は、甲乙のいずれかより解約の申し出があるまで有効とする。
２　本契約を解約する場合は、甲または乙のいずれかよりweb上の所定様式を用いて行う。

（賃貸契約書の取り扱い）

第９条　支援機構会員大学は、賃貸契約書内の確認書以外の箇所に、押印は行わない。
第１０条　一つの賃貸契約書について、複数の協力事業者が関わる場合は、協力事業者毎に、この包括契約書を締結して保持することとする。

（その他）

第１１条　本書に定めのない事項は、甲、乙で別途協議することとする。
甲乙は、上記確認のため本契約書を２通作成し、それぞれ各１通を所持する。
平成　　　年　　月　　日

甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　京都地域留学生住宅支援機構

公印　　　　　　　委員長　　　　　　　　公印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
